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はじめに
　18 世紀に起きた産業革命以降、人類が排出する二酸化炭素の量は急増し、
地球の温暖化は年々深刻度を増してきている。二酸化炭素を排出しない再生可
能エネルギーは、地球温暖化対策の切り札となる抜本的対策の一つであり、そ
の普及進展に期待する声は大きい。
　我が国は、四方を海に囲まれ、その有する EEZ（排他的経済水域）は世界
第 6 位であるなど海に恵まれた国である。海洋には未利用かつ膨大な風力エ
ネルギーが存在しており、洋上風力発電は我が国に適した再生可能エネルギー
分野の一つであると考えられる。
　着床式洋上風力発電で先行する欧州と異なり、我が国には着床式洋上風力発
電に適した水深の浅い海が少ないため、浮体式の洋上風力発電の普及が期待さ
れるところであるが、浮体式洋上風力発電は実証研究が始まった段階の分野で
あり、その普及に向けて課題が多く残されている。
　本稿では、風力発電関連団体である日本風力発電協会、日本産業機械工業会
および新エネルギー・産業技術総合開発機構、丸紅株式会社（福島洋上風力コ
ンソーシアムのプロジェクトインテグレーター）の発表資料をもとに、我が国
における浮体式洋上風力発電の普及に関する課題について調査、整理を行った。
1 ．日本風力発電協会「自然エネルギー白書（風力編）2013」
　日本風力発電協会（JWPA）は、2013 年 3 月に公表した、自然エネルギー
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白書（風力編）2013（日本風力発電協会、2013）において、JWPA の導入目
標値（2030 年 2,800 万ｋ W 等）を実現するための対策として、以下のものを
掲げている。
　⑴　系統連系対策
　　・会社間連系線と個別制御蓄電池システムを活用した風力開発の実施
　　・グループ制御方式蓄電池システムを活用した風力開発の実証、実施
　　・ ウインドファーム制御機能（最大出力制限、出力上昇率制限、無効電力・
電圧制御）を活用した風力開発の実施
　　・風況の良い地点への送電線・会社間連系線の新増設計画の策定、実施
　　・ 風況の良い地点への電力貯蔵設備および調整電源の新増設計画の策定、
実施（集中制御方式蓄電池システム、揚水発電、コンバインド火力など）
　⑵　調査・研究開発
　　・気象予測システムを取り入れた広域系統運用システムの実証、実施
　　・着床式洋上風力の実証
　　・浮体式洋上風力の研究、実証
　⑶　事業性の確保
　　・風力発電による発電電力の適正買い取り価格の定期的見直し（FIT）
　　・洋上風力発電の適正買い取り価格設定
　⑷　規制・制度の緩和と創設
　　・自然公園、農地および林地への風力導入促進と申請の簡素化
　　・建築基準法と電気事業法による規制の統合と申請の簡素化
　　・地元へのインセンティブ付与
2 ．日本産業機械工業会「風力発電関連機器産業に関する調査研究報告」
　日本産業機械工業会は、風力発電関連機器産業の全体像を把握し、新たな産
業としての基盤整備の推進を目的に、2010 年度から風力発電関連機器産業に
関する調査研究を継続実施している。2014 年 5 月に発表した調査研究報告書
（日本産業機械工業会、2014）において、風力発電関連機器産業の継続的拡大・
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成長、海外展開に向けた国への要望事項等をまとめている。
　⑴　国による意欲的な中長期導入目標の策定
　　 設備投資や経営判断に必要な、2030 年までの 5 年ごとの普及シナリオの
明確化
　　 （例：英国の「Round3」：2020 年までに 3200 万ｋｗの洋上風力開発、13
兆円の投資、7 万人の雇用創出）
　⑵　長期的導入シナリオに基づく適切な経済的インセンティブの付与
　　FIT の適切かつ柔軟な運用（買取価格、買取期間の設定）
　⑶　長期的導入目標量に必要なインフラの整備及び整備支援
　　・送電網の整備
　　・洋上風力用港湾整備（港湾整備、輸送船、大型作業船、等）
　　・工場整備の支援
　　・人材育成の支援
　⑷　国内事業における規制緩和
　　・風力発電立地に関する規制緩和（農地、森林、国立公園）
　　・各種審査手続きの簡素化
　　・環境影響評価の緩和特例適用など
　⑸　技術開発の支援
　①洋上風力発電に係る技術開発
　　・システム合理化（大型化による基数減、システム単純化）
　　・ 建設コスト低減（風車質量低減、大型モジュール採用による洋上据付工
数低減、洋上風力発電機建設に関わる港湾拠点、船舶などのインフラ整
備）
　　・ 信頼性・保守性向上（故障許容設計、リモートモニタリング、耐塩設計、
保守要員人材育成など）
　②浮体式洋上風力発電に係る技術開発
　　・浮体の動揺を緩和する要素技術等の確立
　　・浮体動揺を考慮した気象・海象の観測手法の確立
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　　・コストの低減（浮体構造と係留方式の検討）
　　・ 浮体式洋上風力発電の作業（据付工事、浮体基礎、系統連系、運転保守）
に適した船舶、専用ふ頭の開発や導入の検討
　③要素技術開発
　　・発電機（大型化、システム単純化）
　　・制御機器等（系統安定化機能の強化）
　　・軸受（コンパクト化・高負荷容量化）
　　・ブレード（材料の低コスト化）
　　・ ギア（コンパクト化、高耐久性・高度モニタリング・簡易迅速な点検補
修体制（故障停止の最小化））
　④ 気象予測システムを取り入れた送電網の広域運用に係る技術開発、ドップ
ラーライダーなどによる風況観測技術の高度化など
　⑹ 　認証制度や設備認定の整備、国際認証を取得できる新型風力試験場の整
備
　　・国内設置風車の安全性・信頼性の向上、国内企業の国際競争力強化
　⑺ 　抜本的な国内産業振興への梃入れ（海外参考事例：国内調達割合の義務
化（中国））
　⑻　系統接続電源を集中管理する広域運用（スペイン等で実施）
　⑼　国の主導・調整による効率的な事業開発　
　　・ 風力発電開発に必要なデータベース（風況、落雷、系統線、沿岸部の海底図、
生態系など）を公共情報インフラとして提供（調査コストの低減など）
　　・ 洋上風力発電開発における事業者と利害関係者との調整に係る政府関与
（立地候補の開拓、開発期間の短縮）
3  ．新エネルギー・産業技術総合開発機構「NEDO 再生可能エネルギー
技術白書第 2 版」
　新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）は、再生可能エネルギー全
般の技術解説や最新動向を「NEDO 再生可能エネルギー技術白書」として出版。
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同第 2 版では再生可能エネルギーの大量導入に向けて克服すべき課題と解決策
についても提示している（新エネルギー・産業技術総合開発機構、2014）。以
下は、そのうちの風力発電と系統に関する部分を抽出、要約したものである。
　⑴　発電コストの低減
　　・システム価格や運転保守費用の低コスト化
　　・設備利用率や稼働率の上昇
　　・ 事故故障リスクの低い部品等の選定、適切な運転保守等
　　・風車の大型化による基礎構造物や建設コストの低減
　　・風車の物流や基礎の製作に必要な港湾や船舶などのインフラ整備
　　・運転保守に係る作業員の交通船や作業船を手配できる環境整備
　　・遠隔監視システム、定期的点検、計画的補修
　⑵　設置可能地域の拡大
　　・複雑な風況、台風、洋上の環境に対応した風力発電機の開発
　　・複雑地形における高精度風況予測モデルの確立、台風予測の高度化
　　・着床式洋上風力の着実な実施、浮体式洋上風力の技術確立
　⑶　洋上風力発電の技術開発の推進
　　・ 風車の大型化とドライブトレインなど重要コンポーネントの性能・信頼
性の向上
　　・ 安価で高精度な洋上風況観測技術の確立（現在は洋上観測タワー設置が
必要）
　　・ （着床式）洋上風力発電買取価格設定に向けた洋上風況や発電、運転保
守データの整備
　⑷　環境調和と地域協調
　　・環境アセスメントの適切な実施
　　・港湾や航行、漁業など他の海域利用者との協調の醸成
　⑸　系統連系対策
　①電力系統サイドの柔軟性向上
　　・ 火力発電や水力発電など在来型電源の需給調整力の最大活用（火力発電
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の出力調整能力の向上、起動時間の短縮化、水力発電（特に揚水発電）
の積極的な活用）
　　・広域運用（再生可能エネルギー電源出力変動の効率的吸収）
　　・電力系統サイドへの蓄エネルギー設備の設置
　　・ 送電線の新規敷設（好風況エリアでの電力系統の脆弱性、北海道と東北
を結ぶ北本連系線の容量不足の改善策）
　②再生可能エネルギー電源の調整電源化
　　・風力発電機の制御の高度化
　　・単独あるいは複数ウインドファームでの風力発電機の協調制御
　　・蓄エネルギー設備の併設
　　・出力予測技術の確立（在来型電源の出力調整により変動吸収が容易）
　③需要家サイドの対策
　　・需要家機器の制御（スマートグリッド）
　　・ 需要家サイドにおける蓄エネルギー設備（V2G ／ H、G2V や蓄熱槽を
有するヒートポンプ機器など）の効果的運用
4  ．丸紅株式会社国内電力プロジェクト部福田知史・杉浦真司「日本で
洋上風力を普及させるには～福島洋上風力の経験から～」
　福島県楢葉町沖約 20km 海域を実証海域として、世界初の浮体式洋上ウイ
ンドファーム実証研究事業1 が 2011 年度から開始されている。同事業は経済
産業省の委託事業として福島洋上風力コンソーシアムが推進しており、2014
年 11 月に開催された日本風力エネルギー学会のシンポジウムにおいて、同コ
1 第 1 期事業（2011 ～ 2013 年度）
　　・2MW ダウンウィンド風車・4 コラム型セミサブ浮体［1 基］
　　・洋上サブステーション（変電所）・アドバンストスパー浮体［1 基］
　　・海底ケーブル敷設
　第 2 期事業（2014 ～ 2015 年度）
　　・7MW 油圧式風車・3 コラム型（V 字型）セミサブ浮体［1 基］
　　・7MW 油圧式風車・アドバンストスパー浮体［1 基］
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ンソーシアムのプロジェクトインテグレーターである丸紅株式会社が実証研究
事業を通じて見えてきた課題等に関し発表を行っている（福田・杉浦、2014）。
　なお、同発表時点の事業進捗状況は、第 1 期事業は運転を開始、第 2 期事
業は 3 コラム型（V 字型）セミサブ浮体の曳航（長崎港から小名浜港）と着底
までであり、7MW 油圧式風車はコンポーネントの製造段階で、風車の浮体へ
の搭載・組立作業には至っていない段階であって、同発表の内容はその時点の
知見に留まるものであることに留意する必要がある。
　⑴　コストの低減
　　・浮体設備のコンパクト化による鋼材量抑制によるコスト低減
　　・浮体設備のロット生産によるコスト低減
　　・浮体設備の建造期間の短縮
　　・ 洋上サブステーション（変電所）の大規模容量化等による建造・設置単
価の低減
　　・全体コストの 4 割以上を占める洋上工事の効率化
　　・風車設置海域近辺での浮体建造による曳航コストの低減
　　・洋上風車へのアクセス船運用の効率化
　⑵　浮体式洋上風力専用港湾の整備（港湾計画の改訂や制度設定）
　　・ 風車の浮体への搭載・組立作業に必要な地耐力等を有する港湾が必要
（7MW 油圧式風車・3 コラム型（V 字型）セミサブ浮体の場合）
　　・ 海象の穏やかな夏場の限られた期間に多くの風車を設置するために必要
な、風車や浮体の建造作業・保管スペースを有する専用港湾が必要。
　⑶　資金調達
　　・ 陸上風力に比べ規模が格段に大きく、大プロジェクトを遂行する財務体
質が必要。
　　・ プロジェクトファイナンスの組成に必要な完工保障を出せる施工会社が
皆無
　⑷　その他
　　・浮体式洋上風力発電に特化した環境アセスメント手法の確立
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　　・漁業関係者との調整
5 ．浮体式洋上風力発電の普及にかかる課題の整理
　前述した課題には、浮体式洋上風力発電に特有のものから、洋上風力発電全
般にかかるもの、風力発電全般にかかるもの、太陽光発電も含めた自然変動電
源全般に及ぶもののほか、浮体式洋上風力発電には当てはまらないものが含ま
れている。
　以下は、それらの課題のうち浮体式洋上風力発電に関係するものについて、
技術的課題、経済的課題、制度的課題といった課題分野毎の整理を行ったもの
である。（表を参照）
⑴　技術的課題
　技術的課題については、洋上環境対応技術、低コスト化技術、系統連系技術
に関するものがある。
①洋上環境対応技術
　洋上環境対応技術は、陸上とは異なる洋上特有の環境に対応するための技術
であり、海面に浮かぶ浮体の動揺を緩和するための技術や耐塩設計、また、洋
上は陸上と異なり風車へのアクセスや修理が容易でないため遠隔監視や故障し
にくい風車の開発（ギアレスなど構造の単純化）、浮体式洋上風力発電に係る
作業（据付工事、浮体基礎、系統連系、運転保守）に適した船舶、専用ふ頭の
開発が求められている。
②低コスト化技術
　低コスト化技術については、設備（風車、浮体）、施工、運転保守等それぞ
れに課題がある。
　洋上は陸上に比べ設置コストが嵩むため事業採算性の確保に向けて単機当た
りの発電量の増大がより重要であり風車の大型化が求められている。大型化や
材料抑制のための風車質量の軽量化に向けた技術開発（ギアのダウンサイズや
ブレードの軽量化など）や素材の低コスト化（ブレード素材の炭素繊維）も求
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められている。さらに、浮体についても低コスト化に向けた浮体構造の検討や
コンパクト化等が求められている。
　施工の低コスト化は非常に大きな課題である。洋上施工（海底ケーブルやア
ンカーチェーンの敷設、曳航、係留、ケーブル引込）には海象による季節的制
約があるほか作業に多くの時間と特殊な作業船が必要で、それらに伴う多大な
コストが発生している。福島沖の実証事業では洋上施工が全体コストの 4 割
以上を占め、洋上施工技術の効率化が最大の課題と報告されている。
　運転保守については、洋上風車の状態を遠隔で監視するシステムの確立によ
る風車各パーツの健全性の確認とともに、ウインドファーム化に向けたアクセ
ス船運用の効率化が求められるほか、定期的な点検や計画的補修、作業基準の
整備や保守要員の養成、事故時に迅速対応可能な予備品や体制の整備が必要と
されている。
③系統連系技術
　浮体式洋上風力発電は実証研究段階であるため、陸上風力や太陽光のような
系統連系の問題は具体化していないが、今後の大量導入を見据えた場合、系統
連系問題が浮上してくるため、自然変動電源共通の課題として捉えておく必要
がある。
　系統連系に関する技術的課題には、電力系統サイド、風力発電サイド、需要
家サイドのものがある。電力系統サイドの課題としては、変動電源発電量の予
測技術の確立や電力需給調整力アップに向けた火力発電の出力調整能力の向
上・起動時間の短縮化がある。風力発電サイドの課題としては、風力発電機の
制御の高度化、出力を平滑化するウインドファームでの協調制御、更なる平滑
化効果の見込める制御蓄電池システムを活用したウインドファーム開発が挙げ
られる。また、需要家サイドの課題としては、需要家機器の制御や電気自動車
等の蓄エネルギー設備の効果的運用がある。
　そして、系統側対策と発電側対策を連携して実施するアプローチは特に有効
で、スペイン等で実際されている気象予測システムを取り入れた電力系統の広
域運用に係る技術開発によって受入れ可能な自然変動電源の割合を高めていく
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ことが必要である（スペインでは発電量に占める風力発電の比率を最大 40％
まで高めている（新エネルギー・産業技術総合開発機構、2014））。
⑵　経済的課題
　経済的課題については、事業性の確保に関するもの、発電コストに関するも
の、系統連系に関するものがある。
①事業性の確保
　浮体式洋上ウインドファーム発電事業は、他の再生可能エネルギー事業と比
較しても格段に事業規模が大きく、発電事業者は大きなリスクを抱えるため事
業性確保の観点から経済的支援が必要であるほか、風力発電関連機器を提供す
る関連メーカーにとっては新たな設備投資を行うための明確な導入見通しが必
要である。このため、FIT 法による適正な買取価格、買取期間の設定・変更に
よる経済的支援や政府による明確な中長期導入目標の策定が求められている。
このほか、完工保障を出せる施工会社が存在せず、事業資金の調達にかかるプ
ロジェクトファイナンスの組成が困難といった課題もある。
②発電コスト
　風力発電は、再生可能エネルギー電源の中でも発電コストが低く、このため
世界的に普及が進んでいるが、洋上への展開は発電コストの上昇につながる。
このため、（1）②で述べた低コスト化技術の開発と量産化によって事業費を
抑制するとともに、設備利用率や稼働率を確保することによって発電コストの
上昇を抑制していくことが必要となっている。
③系統連系
　自然変動電源の系統連系に係る系統安定化対策として、蓄電池システムや揚
水発電、火力などの蓄エネルギー設備や調整電源の増強が有効であるが、それ
らには多額の費用がかかるほか、系統側と発電側のどちらで設置するのかと
いった問題もある。
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⑶　制度的課題
　制度的課題としては、浮体式洋上風力発電の大量導入と低コストに向けたイ
ンフラ整備等の課題がある。
①インフラ等
　浮体式洋上風力発電を大量導入しようとした場合、洋上風車の物流や浮体の製
造、風車の浮体への搭載・組立、各種の洋上施工や運転保守のために、専用の港
湾や特殊な作業船、作業要員の輸送船などのインフラ整備が不可欠となる。また、
風力発電機の認証制度や風力試験場の整備のほか、風力発電開発に必要なデー
タベース（風況、系統線、生態系など）の情報インフラの提供等が求められている。
②系統連系
　系統連系に係るものとしては、発電した電力を電力需要地へ送るための送電
網の整備のほか、電力系統広域運用のための体制構築といった課題が挙げられる。
③その他
　その他の課題としては、開発海域候補の選定に係る政府関与のほか、浮体式
洋上風力発電に特化した環境アセスメント手法の確立がある。
⑷　社会的課題
　洋上風力発電の導入に当たっては、漁業や港湾、航行など他の海域利用者や、
設置海域周辺の住民など利害関係者との調整も重要な課題である。
　この点に関しては、本稿で採り上げた前述の発表資料においては多くを記載
していないが、海は航路や航空機進入経路、沿岸警備、港湾、軍事演習、海底ケー
ブル（電力、通信）、漁業、資源採掘、海中公園など様々な活動に使用されて
おり、それらが既得権となり、あとから海に進出する発電事業者はそれら多く
の先行利用者と利用調整を行わなければならず、外国船の航路などに用いられ
ている場合など利用調整がほとんど不可能な場合もあり2、陸上とはまた異なっ
た課題が存在する。
2 「岩本晃一（2012）『洋上風力発電　次世代エネルギーの切り札』日刊工業新聞社、
99-100 頁」から要約
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表　浮体式洋上風力発電の普及に関する課題
課題分野 課題細目 課　題　の　内　容 文献※
技術的課題
洋上環境対応技術
浮体動揺の緩和技術等の確立 ②
浮体動揺を考慮した気象・海象の観測手法の確立 ②
耐塩設計 ②
遠隔監視システムの開発 ②③
風車構造の単純化（ギアレスなど） ②③
浮体式洋上風力発電に係る作業（据付工事、浮体基礎、系統連系、運転保守）に適した船舶、専用
ふ頭の開発
②
低コスト化技術
　設備
風車の大型化 ②③
風車質量の軽量化 ②③
ブレード材料の低コスト化 ②
低コスト浮体構造の検討、浮体コンパクト化、建造期間の短縮 ②④
洋上サブステーション（変電所）建造・設置単価の低減 ④
　施工
洋上工事の効率化 ②④
大型モジュール採用による洋上据付工数低減 ②
　運転保守
遠隔監視システムの開発（再掲） ②③
アクセス船運用の効率化 ④
定期的点検、計画的補修 ③
作業基準の整備や保守要員の養成 ②
故障事故に迅速対応可能な予備品や体制の整備 ②
　観測 安価な洋上風況観測技術の確立 ③
系統連系技術 気象予測システムを取り入れた電力系統の広域運用に係る技術開発 ①②③
　電力系統サイド
発電量予測技術の確立 ③
火力発電の出力調整能力の向上、起動時間の短縮化 ③
　風力発電サイド
風力発電機の制御の高度化 ②③
単独又は複数ウインドファームでの協調制御 ①③
制御蓄電池システムを活用したウインドファーム開発 ①
　需要家サイド
需要家機器の制御（スマートグリッド） ③
需要家サイドにおける蓄エネルギー設備の効果的運用 ③
経済的課題
事業性の確保
風力市場の展望や採算性の確保 ②④
プロジェクトファイナンスの組成が困難（完工保障を出せる施工会社が存在しない） ④
発電コスト
技術開発による設備・施工・運転保守コストの低減［技術的課題の低コスト化技術の欄参照］
浮体のロット生産によるコスト低減 ④
設備利用率や稼働率の上昇 ③
系統連系
系統サイド：蓄エネルギー設備および調整電源の新増設 ①③
電源サイド：蓄エネルギー設備 ③
需要家サイド：蓄エネルギー設備 ③
制度的課題
インフラ等
港湾整備 ②③④
作業船、輸送船の整備 ②③
風力発電機の認証制度や風力試験場の整備など ②
風力開発関連情報（風況、系統線、生態系など）インフラの整備 ②
系統連系
送電網の整備 ①②③
気象予測システムを取り入れた電力系統の広域運用体制の構築 ①②③
その他
設置海域候補の選定に係る政府関与 ②
浮体式洋上風力発電に特化した環境アセスメント手法の確立 ④
社会的課題 漁業を始めとする他の海域利用者など利害関係者との調整 ②③④
※文献欄の数字と文献の対応関係は以下のとおり。
①日本風力発電協会「自然エネルギー白書（風力編）2013」
②日本産業機械工業会「風力発電関連機器産業に関する調査研究報告書」
③新エネルギー・産業技術総合開発機構「NEDO 再生可能エネルギー技術白書第２版」
④丸紅株式会社国内電力プロジェクト部福田知史・杉浦真司「日本で洋上風力を普及させるには～福島洋上風力の経験から～」
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6 ．まとめにかえて
　浮体式洋上風力発電の普及に向けては、風車や浮体など設備に関する技術に
加え、施工や運転保守に関し多くの技術的課題があるほか、事業性の確保、大
量導入と低コスト化に向けて港湾等のインフラが必要であることが分かった。
また、漁業を始めとする他の海域利用者など利害関係者との調整という課題も
ある。さらに、自然変動電源共有の課題として系統連系に関する課題も存在し
ている。
　以上のように、浮体式洋上風力発電の普及に関しては多くの課題が存在する
が、世界第 6 位の排他的経済水域を有する我が国にとって浮体式洋上風力発
電は二酸化炭素の削減に大きく貢献しうる非常に有望な発電方式であり、その
普及に向けた取り組みを進めていく必要がある。
　これに関し、各種の技術開発支援のほか、適正な買取価格・買取期間の設定
による経済的支援、政府による明確な中長期導入目標の策定、専用港湾や作業
船等のインフラ整備、設置海域候補の選定や利害関係者との調整に係る政府関
与、電力系統の広域運用に係る電力システム改革など、政府に期待される役割
には実に大きなものがある。
　一方、政府が特定の事業に対し各種の支援や関与を行うには、それに見合う
公益性が求められる。温室効果ガスの削減効果に加え、エネルギーセキュリティ
の向上、産業や雇用の創出、貿易収支の改善など、浮体式洋上風力発電の持つ
効用を明らかにしつつ、その政策的位置づけの向上を図り、もって官民が協働
して取り組んでいくことが浮体式洋上風力発電の普及を進めていくための道筋
であると考える。
（参考文献）
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日本科学技術振興財団、241-244
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